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は じ め に
　現代社会は，その法化の歩みを止めることなく，一面でコンプライアン
ス（法令遵守）の輪唱が経済社会を越えて響き渡り，他面で国内法の領域
にまでソフトローのプレゼンスが高まるなど，複雑な様相を呈しながら，
「法の支配」の深化が進展している。そうした潮流のなか，民事訴訟の果
たすべき役割とそのための手続のあり方を再検討する必要性は，一層高ま
る。とりわけ，各人の遵法意識に頼ることで私的自治原則を尊重しながら
紛争の抜本的解決や予防的処理を実現し得る確認訴訟は，法化の深まりと
ともにその期待される役割を変容させ，それが確認の利益の審理・判断な
どに影響することも十分に考えられる。
　俄に確認訴訟再考の重要性が認識されてこようが，本稿では，その準備
作業として，アメリカ法における宣言判決およびプリーディング基準をめ
ぐる議論を眺め，得られた知見を書き留めることで，今後の検討に備えた
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い。
1．出発点としての成文法主義と判例法主義
　まず，日本民事訴訟法が大陸法（civil law）の系譜に属するにもかかわ
らず，確認訴訟の再考に際して，英米法（common law）系諸国のアメリ
カ法上の諸制度との比較法的考察を行うことの意味から考えよう。
　訴訟法と実体法の先後関係はともかく，大陸法（civil law）の系譜に属
するドイツ民事訴訟法の翻訳的継受から出発した日本民事訴訟法において
は，ローマ法の影響から制定法（statute）を第一次的法源とする母法に倣
って，実体法の存在を前提とする「要件・効果」パラダイムにおける判決
手続は，抽象的な規範である条文から出発して，それを認定された具体的
事実に適用するといった演繹的アプローチを採用するため，裁判所に実体
法上の法律関係や権利義務の存否の確認を求める確認訴訟が存在すること
に違和感はない。このことは，具体的事件を前提とせずに法令の合憲性審
査を行う抽象的違憲審査制にも関連する。わが国における要件事実論とそ
の展開なども，そうしたコンテクストにおいて理解されよう1）。
　これに対して，ゲルマン法の影響を受けた英米法（common law）では，
判例法が第一次的法源とされ，判決手続は，既存の判決文から抽象的な法
規範を抽出するという帰納的アプローチによるところ，抽象的な法律関係
の確認を裁判所に求めることは一見親和性に乏しいように思われる。法令
の違憲審査を具体的事件の解決に必要な限りで行う付随的審査制が採用さ
れることもその証左であろう。
1）　同様の指摘は，ドイツの Relationstechnik にも妥当しよう。Relationstechnik
については，木川統一郎『訴訟促進政策の新展開』（日本評論社，1987年）63
頁以下など参照。なお，Relationstechnik と要件事実論との比較につき，福田
清明「ドイツのレラチオーンステヒニクと民法教育─要件事実論との比較を見
据えて─」加賀山茂先生還暦記念『市民法の新たな挑戦』（信山社，2013年）
15頁を参照。
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　かようなコントラストにおいて日本法制を眺めると，制定法主義を基軸
としつつも，付随的審査制を採用することから混合法制の側面が浮かび上
がる。さらに，とどまるところを知らない社会の変化は，制定法の枠内に
収まらない領域の増殖を招くが，そうした「法の欠缺」部分における救済
の必要性に目を閉ざしては正義の実現は覚束ない。そのため，裁判による
法戧造2）などの脱実体法（脱制定法）モノイズムのアプローチが支持され
たりもする。
　実体法（制定法）と訴訟の関係をめぐる一見矛盾する動きの背景には，
かつてのドイツ法における脱「概念法学」のトレンド，体系的な実体法規
定を持たず，判例法主義の下で救済の必要性を前面に出した訴訟中心の考
え方を特徴とする英米法3）の影響，さらにはポストモダンの思潮などがあ
ると指摘することができようか4）。
　これらを踏まえて，以下では，主に実体法との関係で生じる制約を受容
する方向と制約を乗り越えて訴訟機能の拡大を目指す方向とのせめぎ合い
の議論として，アメリカ法の宣言判決の適法性（管轄権）およびプリーデ
ィング基準をめぐる論争に着目し，確認訴訟再考の手がかりを求めること
にしたい。
2．アメリカ法における宣言判決訴訟
　アメリカ法において確認訴訟に相当する宣言判決訴訟（declaratory 
2）　たとえば，天野和夫「裁判官による法戧造とその政策的機能」天野ほか編
『裁判による法戧造─現代社会における裁判の機能─』（晃洋書房，1989年）3
頁以下，原竹裕『裁判による法戧造と事実審理』（弘文堂，2000年）など。
3）　イギリス法には，「救済あるところ権利あり（Ubi remedium, ibi jus）」や，
「権利あるところ救済あり（Ubi jus, ibi remedium）」といった法格言があると
いう。斎藤秀夫『民事訴訟法学内外の視角』（有斐閣，1986年）14頁・15頁注
⑷ ⑸の諸文献を参照。
4）　「法の支配」とポストモダンの関係につき，佐藤幸治『日本国憲法と「法の
支配」』（有斐閣，2002年）5─ ₇ 頁参照。
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judgment action）は，それが合憲とされ立法化されるまでに，概略以下の
ような激しい議論を経験した5）。
⑴　連邦宣言判決法の制定への道程
　権利義務や法律関係の宣言を求める訴訟の起源は，古代ローマ法（an-
cient Roman law）に求められ，その後，ローマ法を継受した初期の国民
国家を経て中世のフランスやドイツといった大陸法諸国に受け継がれ，さ
らに，スコットランド経由でイギリスにも伝えられ，近代の宣言判決とし
て根付いたのは19世紀後半であった6）。
　しかしながら， 当時のアメリカで宣言判決法（declaratory judgments 
act）が制定されていたのは一部の州に限られ7），全州および連邦法レヴェ
ルでの導入に至る道のりは平坦ではなかった。
　宣言判決法がなければ，司法的救済としては，コモンロー上の損害賠償
請求（damage suit），および，そうした事後的措置では損害の回復が困難
5）　アメリカ法における宣言判決訴訟の導入の経緯等については，主に嘉藤亮
「アメリカ行政訴訟における宣言判決訴訟（一）」早稲田政治公法研究90号（2009
年）1頁以下を参考とした。
6）　Edwin M. Borchard, The Declaratory Judgment ─ A Needed Procedural Reform, 
Part I, 28 Yale LJ. 1, 12─29 (1918); Donald L. Doernberg & Michael B. Mushlin, 
“Trojan Horse: How the Declaratory Judgment Act Created a Cause of Action and 
Expanded Federal Jurisdiction while the Supreme Court Wasn’t Looking.” 36 Ucla 
L. Rev. 529, 550, n. 90 (1988). なお，イギリスにおける宣言判決の詳細について
は，嘉藤・上掲注5）14頁注 ₅ に掲載の下山瑛二「イギリス行政法における宣
言的判決 declaratory judgment を求める訴（一）～（五・ 完）」 法雑 ₉ 号 ₂ 巻
（1962年）～11巻 ₁ 号（1964年）などを参照。
7）　1876年にロードアイランド（Rhode Island）州，1888年にメリーランド（Mary-
land）州，1893年にコネチカット（Connecticut）州，そして，1915年にニュー
ジャージー（New Jersey）州が立法化したが，いずれも宣言の対象はきわめて
限定的であった。その後，1919年にミシガン（Michigan）州ではじめて一般
的な制度として立法化がなされた。以上につき，嘉藤・前掲注5）14頁注17お
よびそこに掲載の文献を参照。
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な場合の補完としてのエクイティ上の差止請求（injunction suit）の ₂ つ
の形式があるにすぎない。しかし，差止は紛争予防という重要な機能を有
するものの，要件が厳格であり，債務不履行（breach of contract）や不法
侵入（trespass）を抑制する効果に乏しいといわざるを得ない。さらに，
賠償や差止では救済し得ない社会的不均衡は，個人の法律関係や法的地位
についての重大な疑義や不確実性によって惹起されるのであり，それを確
定させることが何よりも重要となる。ボーチャードなどの導入論者のこう
した指摘8）を受けて，州法9）のみならず，連邦法でも立法ムーヴメントが
促進され，1934年には連邦宣言判決法10）の成立をみた11）。
　もっとも，そこに至るには，宣言判決は，裁判所が勧告的意見（adviso-
ry opinion）を述べるに等しく，司法権の行使を「事件・争訟（cases or 
controversy）」に限定する連邦憲法 ₃ 条 ₂ 節12）に反するのではないかとの
懸念を払拭しなければならなかった13）。
　なお，ボーチャードのいう，社会的均衡（social equilibrium）の回復に
よる当事者の救済という視点は，単なる紛争予防とは質的に異なる機能に
目を開かせるものであり，特筆に値しよう。
8）　See Borchard, sutra note 6, at 2─3. なお，立法後，差止と比べた宣言判決の利
点として，多くは穏やかな救済であることを挙げるが，早期の利用可能性を指
摘する見解もある。See Samuel L. Bray, The Myth of the Mild Declaratory Judg-
ment, 63 DUke L. J., 1092, 1143─1144 (2014).
9）　1922年に統一州法委員会（Commissions of Uniform State laws）によって「統
一宣言判決法案（Uniform Declaratory Judgments Act）」が採択されると，各
州での立法化に拍車がかかり，現状では全州で制定されるに至っているとい
う。嘉藤・前掲注5）4頁など参照。
10）　28 U.S.C. §§2201─02.
11）　See, e.g., Edwin Borchard, The Federal Declaratory Judgments Act, 21 viRginal 
L. Rev. 1, 35, 37 (1934).
12）　U.S. CONST. art. III, §2, cl. 1.
13）　連邦議会で連邦宣言判決法案を審議した15年間のうち， ₃ 度にわたって下院
通過の法案が上院で否決されたという。See Borchard, supra note 11, at 36─37.
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⑵　宣言判決の「事件・争訟性」に関する合衆国最高裁判決の変遷
　合衆国最高裁では，1911年の Muskrat 判決をリーディング・ケースと
して，宣言判決は「事件・争訟性」の要件を欠くという違憲判断が相次
ぎ，連邦議会における宣言判決法案の審議に否定的影響を与え続けていた
が，1933年に Wallace 判決が「事件・争訟性」を認めてから状況は一変し，
連邦宣言判決法制定に向けた動きが加速し，その後の合憲判断への道筋が
つけられた14）。
① Muskrat 判決15）
　部族への土地等の配分に関する法律について，その合憲性に疑義のある
ネイティヴ・アメリカンは合衆国を提訴することができるとする法律が連
邦議会によって制定された。これに対して，その違憲・無効を宣言する判
決を求める訴えが連邦請求裁判所（United States Court of Federal Claims）
に提起された。
　請求裁判所は，制定法を合憲であると判断したが，合衆国最高裁は，当
事者間に生じた具体的な争訟を離れて，裁判所が合憲性について判断を示
すことは，当該法律の適法性についての意見表明（expression of opinion）
であり16），司法の作用とはいえないとしたうえで，本件制定法はそうした
行為を裁判所に求める点で立法権限を逸脱すると判示した。
② Liberty Warehouse Co. 判決17）
　ケンタッキー州において競売を規制する州法が制定されたため，公共の
競売で葉タバコを販売する倉庫業者が同州の宣言判決法に基づいて本件制
定法の違憲・無効を宣言する判決を求める訴えを提起した。原告が敗訴し
たので，州外の倉庫業者が同法は違憲であり，先の裁判の原告は同法違反
によって処罰されない旨の宣言を求める訴えを連邦地裁に提起した。
14）　詳細は，嘉藤・前掲注5）3─ ₆ 頁を参照。
15）　Muskrat v. United States, 219 U.S. 346 (1911).
16）　See Id. at 362.
17）　Liberty Warehouse Co. v. Grannis, 273 U.S. 70 (1927).
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　連邦地裁は，宣言判決法に基づく審理について管轄権は認められないと
判示した。原告が最高裁に上訴したところ，合衆国最高裁は，宣言判決が
連邦憲法 ₃ 条の規定する司法権に含まれないとの見解を示した。同様の消
極判断は，つぎの Wallace 判決が現れるまで続く18）。
③ Wallace 判決19）
　テネシー州にはガソリンの貯蔵・販売等に課税する州法があり，州外で
ガソリンを購入していた鉄道会社が同法に基づいて課税されたため，同社
は，ガソリンは州際通商用の燃料であるとして，同州の宣言判決法に基づ
いて，州法は自社に適用される限りで州際通商条項および修正14条に反し
無効であるとの宣言を求める訴えを提起した。テネシー州最高裁はこれを
退けたため，連邦裁判所への上訴がなされた。
　合衆国最高裁は，裁判官全員一致の法廷意見として，本件鉄道会社は制
定法の適法性についての抽象的な意見を求めるのではなく，対立当事者間
の主張事実に基づく法的権利の有無についての判断を求めており，Liber-
ty Warehouse Co. 判決や Willing 判決などの事案とは区別されるとしたう
えで20），連邦憲法は訴訟形式を損害賠償請求と差止請求に限定しているわ
けではなく，宣言判決訴訟も「事件・争訟性」が認められる限りで連邦憲
法 ₃ 条の規定する司法権に含まれると判示した。
④ Haworth 判決21）
　保険会社が保険契約の相手方の保険料不払いにより同契約は失効した旨
の宣言判決を求める訴えを地方裁判所に提起したところ，管轄権を欠くと
して却下されたため，合衆国最高裁への裁量上訴がなされた。
18）　この点，嘉藤・前掲注5）15頁注27に掲載の Liberty Warehouse Co. 判決の執
行訴訟の判決（Liberty Warehouse Co. v. Burley, 276 U.S. 71 (1928)） および
Willing 判 決（Willing v. Chicago Auditorium Association, 277 U.S. 274 (1928)）
がある。
19）　Nashville, C. & St. Louis Ry. Co. v. Wallace, 288 U.S. 249 (1933).
20）　See Id. at 262.
21）　Aetna Life Ins. Co. v. Haworth, 300 U.S. 227 (1937).
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　合衆国最高裁は，Wallace 判決によりつつ，宣言判決訴訟の戧設は連邦
議会の権限内にあり22），そして，当事者間に明確かつ具体的な法的利害対
立がある場合に「争訟」性が認められるとして，本件は保険契約に基づく
法律上の権利義務に関する利害対立があり，司法判断が可能であるとし
て，事件を地裁に差し戻した23）。
　かくして連邦宣言判決法の合憲性をめぐる議論に終止符が打たれた。③
Wallace 判決がその後の立法や司法判断への道筋をつけたことは確かであ
ろうが24），より重要なのは，① Muskrat 判決や② Liberty Warehouse Co. 
判決では抽象的に制定法の違憲性についての宣言が求められているのに対
し，③ Wallace 判決や④ Haworth 判決では対立当事者間の法的地位ない
し権利義務の有無をめぐり現実に争われ，その宣言が求められているとい
う両者の区別を前提とした理論上の仕切りが明確となったことであろう。
⑶　連邦宣言判決法と宣言判決訴訟の特徴
　連邦宣言判決法25）は，特定の事件を除いて「現実の争訟（actual contro-
versy）」のある事件については，その管轄権内において，合衆国のいかな
る裁判所も，適切な（appropriate）プリーディングに基づいて，宣言を求
めるいかなる関係当事者の権利その他の法律関係を宣言することができる
とし，それはさらなる救済の存否や可能性にかかわらないという。
　同法にいう「現実の争訟」という文言は，連邦憲法に由来しており，宣
言判決訴訟も連邦憲法 ₃ 条の下における伝統的な訴訟と同じく「事件・争
訟」の要件が課されるのである。宣言判決訴訟には，伝統的な訴訟を提起
する適格のある者が提訴し遅れたために，自己が法的リスクに晒される，
いわば潜在的な法的責任（potential liability）に直面する者の救済を提供
22）　See Id. at 240.
23）　See Id. at 244.
24）　嘉藤・前掲注5）6頁参照。
25）　28 U.S. Code § 2201 (a).
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するねらいがあるとみられている26）。
　さらに，ボーチャードによると，宣言判決訴訟は，権利義務や法律関係
の存否に関する不安を除去して法的安定性の確保に寄与するといった社会
的に有用な機能を担っているとともに，他の訴訟形式と異なり，現状変更
を要しない穏やかな救済として，損害の発生や義務の不履行を前提とせず
に，迅速かつ廉価にその機能を果たすことができるという27）。こうした宣
言判決の有用性という点では，ドイツにおいて，ラント法の発展を受けて
ZPO に確認訴訟の規定が形成された時期に「多くの場合において，法律
関係の実体的結果について訴えを提起する以前に，その法律関係の確定に
基づいて利害関係人が本質的危険を負担することなしに彼の行動様式を決
定することができるよう，法律関係の存在を確定する緊急かつ不可避の必
要が存在する」との理由説明がなされ28），確認判決が紛争解決基準を示し
て当事者に自主的行動を促すこと，つまり，私的自治の原則のなかで紛争
が解決されることが社会的に有用であると考えられていたこと29）に通じ，
興味深い。
⑷　宣言判決訴訟の適法性（管轄権）
　宣言判決訴訟が適法とされるには，「事件・争訟」の要件を満たすこと
は当然であるが，これが満たされても裁判所の裁量により訴えを却下し得
る場合があるという30）。もっとも，まったくの自由裁量ではなく，一定の
基準が実務慣行の累積のなかで形成されており，その内容は，宣言判決が
26）　Jennifer R. Saionz, Declaratory Judgment Actions in Patent Cases: The Federal 
Circuit’s Response to MedImmune v. Genentech, 23 BeRkeleY TechnologY LJ., 
161, 162 (2008).
27）　嘉藤・前掲注5）6頁，39頁注39およびそこに掲載の文献を参照。
28）　伊藤眞「確認訴訟の機能」判タ339号（1976年）28頁，30頁および32頁注 ₄
に掲載の文献を参照。
29）　伊藤・上掲注28）30頁。
30）　宣言判決訴訟が適法とされる要件については，主に野村秀敏『予防的権利保
護の研究』（千倉書房，1995年）326頁以下を参考とした。
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①法律関係を明確にして，有益な目的に適うか否か，②原因となった不確
実性や争いを除去し， 救済を与えるか否か， の ₂ 点に整理されるとい
う31）。さらに，連邦裁判所においてこれらを考慮する際のポイントとし
て，以下の諸点が指摘されている32）。
₁ ．同一当事者間に同一争点を含む別訴が係属する，宣言が争点の部分
的な解決しかもたらさない，または，現実の争訟がまったくないとい
った理由により，宣言判決が有益な目的に適うか否か。
₂ ．宣言のなかに州法の解釈または州法への干渉が含まれるか否か。
₃ ．「便宜（convenience），有用性（expediency），必要性（need），望
ましさ（desirability）， 公益（public interest）， または， 政策（poli-
cy）」を考慮して，宣言の賛否に至るか否か。
₄ ．差止による救済を利用し得るか否か。
₅ ．他の救済の方がより効果的か否か，または，法定された救済が尽く
されているか否か。
₆ ．必要性（necessity）よりも有用性（utility）の方が適切な基準であ
ること。
　上記「 ₄ ．」および「 ₅ ．」は，他の救済形式との比較検討の視点という
点で共通する。もっとも，これらは宣言判決を補完的な救済手段とは位置
づけていない点に注意を要する。現に連邦民事訴訟規則（Federal Rules of 
Civil Procedure［以下，FRCP と略す］）57条は，「他の適切な救済方法が
存在しても，宣言判決による救済は，それが適当（appropriate）である場
合には，排除されない」と規定する。
　つぎに，「事件・争訟」の要件であるが，これは「現実の争訟（actual 
controversy）」と同義であり，④ Haworth 判決によると，争訟とは明確
（definite）かつ具体的（concrete）でなければならず，対立する法的利益
31）　野村・上掲注30）329頁および332頁注21に掲載の文献を参照。
32）　野村・前掲注30）329頁および332頁注22に掲載の文献（Harry W. Vanneman 
& Dorothy G. Kutner.　Declaratory Judgments in the Federal Courts, 9 Ohio St. 
LJ 209, 223 (1948)）を参照。
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を有する当事者の法律関係に影響を及ぼすものでなければならないとい
い，また，それは現実的かつ実在する争訟であって，終局的な性質の命令
を通じて特定の救済が認められるものでなければならず，仮定的な事実に
基づいて法とは何かを助言する意見とは区別されるという33）。
　こうした「事件・争訟」の要件は，司法判断適合性（justiciability），勧
告的意見（advisory opinion） の禁止， 成熟性（ripeness）， ムートネス
（mootness），原告適格（standing）などと実質的には重なり合い，宣言判
決の場合には，とりわけ司法介入のタイミングが肝要であるとされ，その
適法性をめぐっては紛争の成熟性の判断が鍵を握る。そこで，この点が問
題とされた Abbott 判決を眺めてみよう。
⑤ Abbott 判決34）
　1962年の連邦食品薬品化粧品法（Federal Food, Drug, and Cosmetic Act
［以下，FDCA と略す］）の改正により，薬品製造業者は薬品のラベルに少
なくとも商標名の印刷に用いる半分の大きさで薬品の正式名称を表示する
義務を課されることになり，食品医薬品庁はこれを受けて商標名の使用ご
とに上記の表示義務を課す旨の規則を制定した。これに対して，製薬会社
のアボット・ラボラトリーズは，同規則が無効である旨の宣言とその適用
の差止を求めて，連邦地裁に提訴した。
　第一審（連邦地裁）は，同規則が FDCA を逸脱するとしてその無効宣
言および差止命令による救済を認めたが，控訴審（第 ₃ 巡回区控訴裁判
所）は，FDCA 施行前の同規則の司法審査が許可されていないため，地裁
の管轄権は認められず（審査対象性の否定），また，「現実の事件や争訟
（actual case or controversy）」も存在しない（成熟性の否定）とした。
　これに対し，合衆国最高裁は，FDCA 施行前の司法審査は排除されない
として審査対象性を認めたうえ，成熟性の判断基準として，①争点が司法
審査（judicial review）に適するか（審査適合性），および，②司法審査を
33）　300 U.S. 227, 240─241 (1937).
34）　Abbott Laboratories v. Gardner, 387 U.S. 136 (1967).
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差し控えることで当事者が困難を被るか（困難性）の ₂ 点を掲げた。
　このアボット・テストは，行政事件の紛争の成熟性を判断する基準とし
て，合衆国最高裁において既に確立されたものとなっているが35），そこに
民事訴訟一般にも妥当する基準を読み取ることが可能である36）。すなわ
ち，①争点の審査適合性は，原告が自らの権利の存否に単に疑問や不安を
持つだけでなく，権利主張の形にしたうえで，それを争う利益を有する被
告に対してその権利主張を向けなければならないこと，②困難性は，原告
の有する利益が実質的であり37），現在のものであり，確実でなければなら
ず，そして，被告が敵対的行動を取ることを意図していることが示されな
ければならないこと，とそれぞれ読み替えることができるという38）。
　かくして，宣言判決は，保険関係事件，特許関係事件，相続関係事件を
はじめ，さまざまな事件で活用される一般的な訴訟形式としての地位を確
立し，さらに，多元化した現代社会における制度改革訴訟の形式としても
注目されるに至っている39）。
35）　アボット・テストについては，金子正史「アボット判決における紛争の成熟
性の法理」成田頼明先生退官記念『国際化時代の行政と法』（良書普及会，
1993年）161頁以下のほか，近時の論稿として，嘉藤・前掲注5）11─12頁，斎
藤浩「行政訴訟における和解─ニューオーリンズケースを素材とする考察─」
立命館法学336号（2011年）641頁，646頁など参照。なお，この Abbott 判決を
契機として，適用以前の段階で規則に対する司法審査を求めるプリ・エンフォ
ースメント訴訟が判例法上確立している。小谷真理「規則に対するプリ・エン
フォースメント訴訟と排他性の問題」同志社政策研究 ₄ 号（2010年）44頁，48
頁など参照。
36）　野村・前掲注30）337頁注41。
37）　原告の有する利益を実質的ならしめる要素としては，法律関係の重要性，財
産の価値，裁判により影響を受けるべき利益の緊急性が挙げられるという。野
村・前掲注30）334─335頁。
38）　野村・前掲注30）335頁。
39）　See Emily Chiang, Reviving the Declaratory Judgment: A New Path to Structural 
Reform, 63 BUff. l. Rev. 549, 592─608 (2015).
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⑸　特許関係事件に関するMedImmune 判決とその余波
　近時，特許関係事件の宣言判決において，「事件・争訟」の要件をめぐ
る独自の議論が展開されているので，簡単に触れておきたい。
　従前，連邦巡回裁判所は，ライセンス対象特許（licensed patent）に関
する宣言判決の管轄権について，「訴訟の合理的な懸念のテスト（reason-
able apprehension of suit test）」を採用していた40）。これは，①特許権者
による明白な脅威またはその他の行為（explicit threat or other action）が
存在し，これによって宣言判決訴訟の原告の一部に侵害訴訟を提起される
「合理的な懸念（reasonable apprehension）」が存在すること，かつ，②侵
害を構成し得る行為が現時点で行われていること，または，そうした行為
を行う意図で具体的な措置が取られたこと，という ₂ 点の検討を要求する
ものである41）。
　ところが，この連邦巡回裁判所の判断枠組みは，2007年の MedImmune
判決42）によって実質上否定された。合衆国最高裁判所は，特許ライセンシ
ーが取得特許の宣言判決を求めるうえでライセンス契約の違反があること
は必要でないと判示すると同時に，連邦巡回裁判所の「訴訟の合理的な懸
念のテスト」は Maryland Casualty 判決43）などの最高裁判所の先例44）と平
40）　Sierra Applied Scis., Inc. v. Advanced Energy Indus., Inc., 363 F.3d 1361, 1373 
(Fed. Cir. 2004) (quoting BP Chems. Ltd. v. Union Carbide Corp., 4 F.3d 975, 978 
(Fed. Cir. 1993)).
41）　「SanDisk 対 ST Microelectronics 事件：連邦巡回裁判所，確認訴訟の管轄権
について新しいテストを判示」モリソン・フォースター外国法事務弁護士事務
所／伊藤　見富法律事務所（外国法共同事業事務所）ニュースレター Apr. 2, 
2007, available at http://www.mofo.jp/topics/legal-updates/tlcb/151.html (last 
visited Oct 10, 2016).
42）　MedImmune, Inc. v. Genentech, Inc.,127 S. Ct. 764 (2007).
43）　Maryland Casualty Co. v. Pacific Coal & Oil Co., 312 U.S. 270 (1941). なお，
Maryland Casualty 判決は，「総合的な状況テスト（totality of the circumstances 
test）」を採用した。
44）　そのほかに，つぎの ₂ つの合衆国最高裁判決も掲げられた。Aetna Life Ins. 
Co. v. Haworth, 300 U.S. 227, 239 (1937), Cardinal Chemical Co. v. Morton Intʼl, 
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仄が合わないとしたのである。ちなみに，連邦取引委員会のスタッフの協
力を得て政府が裁判所へ提出した意見書（amicus brief）には，連邦巡回
裁判所の要求する訴訟の合理的な懸念は，憲法上の要件を厳格に解釈しす
ぎているとの主張が記載されていた45）。
　これを受けて，連邦巡回裁判所は，SanDisk 判決において，最高裁判決
に示された法理を分析し，対立する法的利益を有する両当事者の間に実質
的な争訟が現存して，宣言判決を必要とするだけの切迫性と現実性が示さ
れているかが問題であるとしたうえで，連邦巡回裁判所としては，宣言判
決の管轄権を限界づける必要はなく，宣言判決管轄権の原則（principles 
of declaratory judgment jurisdiction）を事件ごとに適用すればよいのであ
り，ある行為について特許権者が特許に基づく権利主張をし，相手方が当
該行為を行う権利があると主張する場合には，憲法 ₃ 条の事件性が認めら
れ，当事者は宣言判決を求める前に現に当該行為を行って特許侵害訴訟の
危険を発生させる必要はないとした46）。これにより，裁判所は客観的な基
準の下ですべての状況（all circumstances）を考慮しなければならず，た
とえば，特許権者からのライセンス取得者の提訴も適法となり，あるい
は，特許権者が持株会社の場合にはライセンス交渉の域を超えた十分な争
訟をより容易に見出し得るなど，宣言判決の管轄権は拡大することになっ
た47）。
　以上より，司法審査の射程範囲を抽象的には広くとりつつも，その適合
性の有無を個別具体的に検討することで絞り込むというスキームが明らか
Inc., 508 U.S. 83, 98 (1993).
45）　See Brief for the United States as Amicus Curiae Supporting Petitioner, MedIm-
mune, Inc. v. Genentech, Inc., 127 S. Ct. 764 (2007) (No. 05─608).
46）　SanDisk Crop. v. STMicroelectronics, Inc., Case No. 05─1300 (Fed. Cir. 2007).
47）　See Homer Yang-hsien Hsu, Neutralizing Actual Controversy: How Patent Hold-
ers Can Reduce the Risk of Declaratory Judgment in Patent Disputes, 6 Washing-
Ton JoURnal of laW, TechnologY & aRTs 93, 108 (2010). さらに，特許権者が
有利な法廷を選択するには，ライセンス交渉開始前に侵害訴訟を提起すること
が推奨されるという。See Id. at 108─109.
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となろう。その絞り込みの程度を事件類型ごとに考察する姿勢が判例によ
って先導されていることも注目に値しよう。
　さらに，近時は，プリーディング（pleading）による絞り込みに関する
議論も盛んとなっている。このことは宣言判決訴訟に限られず，また，
「事件・争訟」の問題でもないが，訴状の記載内容次第では訴え却下に至
る点で共通する。さらに，前述のとおり連邦宣言判決法上，宣言判決は適
法なプリーディングに基づいて行われる旨が規定されている。そこで，節
を改めて，プリーディングをめぐる近時の動きを眺めてみよう。
3．アメリカ法におけるプリーディング基準をめぐる動向
⑴　プリーディング基準の変遷
　プリーディング（訴答）とは，事実審理に先立って当事者間において書
面を交換する訴訟手続をいう。その役割は，裁判官が事実審理に値しない
事件を早期に振り分けて陪審の負担を軽減することであるというように，
陪審制度との関連が指摘されている48）。ここでは，訴状（compliant）に
記載すべき主張の内容とその程度をめぐる規律（以下，「プリーディング
基準」という）の変遷を辿る。
①コモンロー・プリーディング（Common Law pleading）
　19世紀半ば頃までのアメリカでは，英米法の伝統49）に基づいて紛争類型
ごとに訴訟方式（forms of action）が定められており，その下におけるコ
モンロー・プリーディングを含む訴訟手続はそれに応じて異なっていた。
そのために手続は複雑な様相を呈し，コモンロー・プリーディングには定
48）　太田幸夫「アメリカ法におけるプリーディング要件論の新たな展開」比較法
文化19号（2011年）79頁，94頁。
49）　それ以前のイギリスにおけるプリーディングの生成と発展の過程について
は，菱田雄郷「プリーディングに関する規律の変遷」青山善充先生古稀祝賀論
文集『民事手続法学の新たな地平』（有斐閣，2009年）393─399頁を参照。
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型文言の使用が厳格に要求されたため，紛争の実態や現実の争点とは関わ
りない形式面や技術面のミステイクによって訴訟の帰趨が決せられるな
ど，判決に実体的正義を反映し難いという深刻な問題を抱えていた50）。
②コード・プリーディング（Code pleading）
　その後，訴訟制度全般にわたる改革機運が高まり，1848年に先陣を切っ
て制定されたニューヨーク州民事訴訟法典（New York State Code of Civil 
Procedure）51）は，コモンローとエクイティの区別を廃止して訴訟手続を
統一するとともに，実体法との関係を切断した簡易なコード・プリーディ
ングないし事実プリーディング（fact pleading）への転換を図った。訴状
には，「訴訟原因を構成する事実」の日常的かつ簡明な記述が含まれてい
れば足りるとされていた。また，争点が形成されるまで当事者間でプリー
ディングの交換を繰り返していた従前の慣行を改めて，原告の訴状（com-
pliant），被告の答弁（answer），原告の反対プリーディング（reply），被
告の妨訴抗弁（demurrer）までにとどめることで，プリーディングの役
割を告知と事実の提示に限定するとともに，争点形成はその後の手続にお
いてなされるべきものとされた52）。こうした改革を打ち出したフィールド
法典は，制定後100年近くにわたり，モデル法として大多数の州法を導く
こととなった。
　もっとも，プリーディングの簡素化は十分でなく，訴状に要求される
「訴訟原因を構成する事実」が何かに関しては一定の技術化が要求され，
たとえば，「事実」とは，「実体法的構成（substantive legal theory）」，「法
的結論（conclusion of law）」，「証拠（evidence）」のいずれでもない「主
要事実（ultimate fact）」であるとはいうものの，これらの区別は相対的で
あり，コード・プリーディングの記載に明確な指針を与えず，現にそうし
50）　太田・前掲注48）87─88頁，浅香吉幹『アメリカ民事手続法〔第 ₃ 版〕』（弘
文堂，2016年）69頁など参照。
51）　これは，起草者の David Dudley Field にちなんでフィールド法典（Field Code）
と称される。
52）　浅香・前掲注50）70頁。
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たコード・プリーディングの技術的な不備により訴えが退けられる例が散
見されたという53）。
③ノーティス・プリーディング（notice pleading）
　そこで，1938年制定の FRCP は，プリーディング簡素化の徹底を企図
して，訴状には「訴答者が救済を受ける権利があることを示す請求の根拠
についての短く平易な陳述（short and plain statement）」を含むものでな
ければならないとした（FRCP 8⒜ ⑵）。どの程度の具体性をもった陳述を
要するかについては，FRCP に付随する書式（form 2以下）の例示による
と，たとえば，「被告は過失により自動車を公道を渡っていた原告に衝突
させた」と記載し，過失の内容にまで触れる必要はないため，詳細な事実
の提示を要せず，端的な法的評価の提示で足りることになった54）。
　これは，提訴時に原告の下に重要な情報が存在しない場合もあるため，
その役割を相手方と裁判所に対する争点の告知（notice）に限定するもの
であり， ノーティス・ プリーディングまたはルール・ プリーディング
（Rule pleading）と呼ばれる。それまでプリーディングの機能とされてき
た無用な争点の排除は，後続するディスカヴァリ（discovery），プリトラ
イアル・ カンファレンス（pretrial conference）， 略式判決（summary 
judgment）などの手続に委ねられる55）。
　FRCP は，州法にも多大な影響を与え，アメリカの民事訴訟実務に浸透
してはいるものの，ノーティス・プリーディングを採用する州は ₃ 分の ₂
にとどまる56）。そうした不安定な状況を経て，近時，訴状に「もっともら
53）　太田・前掲注48）88頁。
54）　太田・前掲注48）88─89頁，菱田・前掲注49）406頁など。
55）　太田・前掲注48）80頁，浅香・前掲注50）71頁など参照。
56）　ノーティス・プリーディングはあまりに革新的であったため，連邦下級裁判
所からの抵抗に遭い，しばしばコード・プリーディングへ戻そうとの動きもあ
ったという。See scoTT DoDson, neW PleaDing in The TWenTY-fiRsT cenTU-
RY: slamming The feDeRal coURThoUse DooRs?, 23─26 (Oxford University 
Press) (2013). なお，ノーティス・プリーディングを採用するのは31州とコロ
ンビア特別区（ワシントン D.C.）であり，ニューヨーク州，カリフォルニア
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しい（plausible）」事実の記載がなければ訴えを不適法とする注目すべき
合衆国最高裁判決が現れたので，瞥見してみよう。
⑵　プリーディング基準をめぐる近時の合衆国最高裁判所判決
　ノーティス・プリーディングに関する見解をはじめて明らかにした合衆
国最高裁判決は，1957年の Conley 判決57）である。これは黒人労働者が労
働組合に対して差別的取扱いの禁止を求めたクラスアクションであるが，
合衆国最高裁は，訴状の記載事項が十分であるか否かの判断に際して，
「原告がその救済権限の根拠となる請求を支える一連の事実を何ら証明で
きないということが疑いの余地なく明らかであるといえない限りは，訴状
を却下すべきではないという確立したルールに従う」 ことを明らかに
し58），「連邦民事訴訟規則は請求を基礎づける事実の詳細な記載を原告に
要求していない。反対に，すべての規定において，原告の請求およびその
基礎に関する公平な告知を被告に与えることができる『請求についての短
く平易な陳述（a short and plain statement of the claim）』が求められてい
る。……連邦規則は，プリーディングを弁護士の一度の手違いで勝敗を決
するような技術を要する競技とみるアプローチを拒絶し，そして，プリー
ディングは本案についての適切な判断に資することを目的とするという原
則を承認する」と判示した59）。もっとも，その後の最高裁判決は，一方
で，より詳細なプリーディングを要求し，Conley 判決との乖離傾向を示
し， 他方で，1993年に再び Conley 判決の一般的妥当性を確認する
Leatherman 判決60）が現れるなど流動的であった61）。そうしたなか，以下
州，ミシガン州など19州では，コード・プリーディングが維持されている。浅
香・前掲注50）72頁および同頁注 ₃ など参照。
57）　Conley v. Gibson, 355 U.S. 41 (1957).
58）　Id. at 45─46.
59）　Id. at 47─48.
60）　Leatherman v. Tarrant County Narcotics Intelligence and Coordination Unit, 
507 U.S. 163 (1993).
61）　Conley 判決から Leatherman 判決に至る主な最高裁判決の詳細な分析とし
確認訴訟の再考に向けて
61
のような新基準を示す判決が登場した。
① Twombly 判決
　特定の地域の電話およびインターネットの利用者を代表して，トゥオン
ブリ（Twombly）らは，電話会社 ₄ 社を被告として提起した反トスラス
ト・クラスアクションにおいて，競争妨害行為の差止等を求めた。訴状に
よると，新規参入妨害のために同調行動し，相互に競争しない旨の合意に
より取引を制限すべく共謀したとの主張がなされていた。
　2003年10月，第一審（連邦地裁）は，シャーマン法 ₁ 条（Section 1 of 
the Sherman Act）の救済を与えることができる訴訟上の請求を記述して
いないとして，訴えを却下した62）。2005年10月，控訴審（第二巡回控訴裁
判所）は，シャーマン法 ₁ 条による訴えについては詳細な事実の記述を要
せず，同調行動の主張で十分であるとして，原判決を取り消し，事件を第
一審に差し戻した63）。そこで，被告会社は合衆国最高裁に裁量上訴した。
　2007年 ₅ 月，合衆国最高裁は，控訴審判決を破棄した64）。判旨による
と，Conley 判決を引用して，「連邦民事訴訟規則 ₈ 条⒜ ⑵は，請求が何で
あり，その根拠は何かについて，被告に対して公平な告知を行うため，申
立人が救済を受ける権利があることを示す『請求についての短く平易な陳
述』を求めるのみである」として，「規則12条⒝ ⑹により訴状却下申立て
がされた場合，詳細な事実の主張は不要である」ものの，「救済を受ける
権利があることの根拠を示す原告の義務は，表示（label）や結論以上の
ものが求められており，訴訟原因の要素を型通りに列挙するだけでは足り
ない」65）。こうした一般的なプリーディング基準をシャーマン法 ₁ 条の請
求に適用すると，「そうした請求をするには，訴状には合意がなされたと
て，菱田・前掲注49）412─420頁。
62）　Twombly v. Bell Atlantic Corp., 313 F. Supp. 2d 174 (S.D.N.Y. 2003).
63）　Twombly v. Bell Atlantic Corp., 425 F. 3d 99 (2d Cir. 2005).
64）　Bell Atlantic Corp. v. Twombly, 550 U.S. 544 (2007).
65）　Id. II B para. 1st.
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考えるのに十分な事実（それが真実であるとして）の記載が必要であると
考える。合意の推定に，もっともらしい根拠（plausible grounds）を要求
しても，プリーディング段階で蓋然性要件（probability requirement）を
課すことにはならない。それは，ディスカヴァリによって違法な合意の証
拠が明らかになるであろうとの合理的な期待が高まるのに十分な事実を求
めているにすぎない」66）という。要するに，救済のために必要な合意を推
定するだけの「もっともらしい（plausible）」事実の主張が要求されると
いうことである67）。
　告知機能のみが期待された従来のプリーディング基準から方向転換がな
された背景には，ディスカヴァリの過剰や濫用がデジタイズの潮流により
拍車をかけられていたという状況があったといえよう。もっともらしさ，
すなわち，首肯性（plausible）の足りない請求に根拠が欠けるならば，慎
重な訴訟運営によってディスカヴァリの初期段階で排斥されようが，ディ
スカヴァリの濫用が懸念される現状ではそうした期待ができない以上，や
はりプリーディング段階で首肯性ある事実主張を要求するほかなく，巨額
のディスカヴァリ費用も回避し得るのである68）。そうすると，plausible
基準は，その主張に関する証拠が後に続くディスカヴァリによって明らか
になるであろうとの合理的期待を抱かせる程度の事実の主張を要求するこ
とになる。
　その後，Twombly 判決で示された基準が反トラスト法事件に限られず，
連邦裁判所の民事訴訟全般に適用される一般的原理であることが，つぎの
Iqbal 判決で示された。
② Iqbal 判決
　 ₉ ・11事件の捜査に関連して違法な拘束を受けたと主張するパキスタン
人のイスラム教徒であるＪ・イクバル（Javaid Iqbal）らは，元合衆国司
法長官（former Attorney General）のアッシュクロフト（Ashcroft）およ
66）　Id. II B para. 2nd.
67）　浅香・前掲注50）72頁。
68）　See supra note 64 II B para. 6th.
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び連邦捜査局長官（Director of the Federal Bureau of Investigation）のミ
ュラー（Mueller）らに対し，合衆国憲法修正 ₁ 条， ₅ 条に基づく権利を
侵害されたとして救済を求めた。被告らは訴状の記載が両長官の関与に関
して不十分であるとして，FRCP 12条⒝ ⑹に基づき訴え却下を申し立てた。
　2005年 ₉ 月，第一審（連邦地裁）は，Conley 判決を引用して，原告が
救済を求め得る何らの事実主張がないとはいえないとして，被告側の申立
てを斥けた69）。被告らが抗告したところ，2007年 ₆ 月，控訴審（第二巡回
控訴裁判所）は，抗告を一部棄却した70）。そこで，被告会社は合衆国最高
裁に裁量上訴した。
　2009年 ₅ 月，合衆国最高裁は，控訴審決定を破棄して，つぎのように判
示した71）。Twombly 判決の根底にある基本原理として，①「裁判所は訴
状に記載された主張のすべてを真実と認めなければならないとの原則は法
的結論（legal conclusions）には適用されない」こと，および，②「救済
のためにもっともらしい請求（plausible claim）を記載した訴状だけが却
下申立てに屈しない」ことという ₂ 点を導き出し72），憲法違反であること
がもっともらしいと思わせる事実が訴状に記載されていなければならない
とした。そのうえで，前述のように，Twombly 判決の基準は，反トラス
ト事件のみならず，すべての民事訴訟に妥当する一般的基準であるとの判
断を示した73）。
⑶　新基準の波紋
　上記 ₂ つの合衆国最高裁判決は，半世紀ほど無風状態だったプリーディ
ング基準について実務法律家や法学者の間に談論風発を惹起し74），裁判実
69）　Elmaghraby v. Ashcroft, 2005 WL 2375202 (E.D.N.Y. 2005).
70）　Iqbal v. Hasty, 490 F.3d 143 (2d Cir. 2007).
71）　Ashcroft v. Iqbal, 556 U.S. 662, 129 S. Ct. 1937, 1949 (2009).
72）　Id. IV A para. 3rd.
73）　Id. IV C para. 1st.
74）　See Paul Stancil, Balancing the Pleading Equation, 61 BaYloR L. Rev. 90, 137─
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務の混乱を招いた75）。新基準が FRCP Rule 8の解釈として導き出されたこ
とは確かであるが，ノーティス・プリーディングと異なるのか，どの程度
の事実主張があれば plausible なのかなど，依然として不明確な点も残さ
れている76）。
　もっとも，新基準を評価する見解もある。たとえば，和解を促進すると
いう指摘がある。近時の調査では，ディスカヴァリなどの訴訟活動を経ず
に和解が成立するのは提訴事件の約 ₃ 分の ₁ であるというが77），それは新
基準の下での詳細な訴状を提出することにより和解が促進されたからであ
るとみられている78）。さらに，特許侵害訴訟に関しては，新基準の普及に
つながる FRCP の改正が行われた（2015年12月 ₁ 日施行）。すなわち，訴
状の記載として特許番号の提示と侵害被疑品の説明の程度で足りるという
従前の実務を支えてきた Form 18が削除され（FRCP Rule 84参照），その
結果として，訴状には侵害主張が plausible であることを示す十分な事実
主張の記載が求められることになり，新基準による実務慣行の確立が期待
されるというわけである。
38 (2009); Adam N. Steinman, The Pleading Problem, 62 sTan. L. Rev. 1293, 1305 
(2010); Patricia W. Hatamyar, The Tao of Pleading: Do Twombly and Iqbal Matter 
Empirically?, 59 am. U. L. Rev. 553, 554 (2010); Alexander A. Reinert, The Costs of 
Heightened Pleading, 86 inD L. J. 119, 122 (2011).
75）　See, e.g., Lonny S. Hoffman, Burn Up the Chaff with Unquenchable Fire: What 
Two Doctrinal Intersections Can Teach Us About Judicial Power over Pleadings, 88 
B. U. L. Rev 1217, 1235 (2008); Arthur R. Miller, From Conley to Twombly to 
Iqbal: A Double Play on the Federal Rules of Civil Procedure, 60 DUke L. J. 1, 28 
(2010).
76）　浅香・前掲注50）73頁。同書によると，ノーティス・プリーディングを導入
した州の多くで採用されていないという（同書73頁および同頁注 ₇ に掲載の文
献を参照）。
77）　Christina L. Boyd & David A. Hoffman, Litigating Toward Settlement, 29 J. L. 
econ. & oRg. 898 (2012).
78）　William H.J. Hubbard, A Fresh Look at Plausibility Pleading, 83 The UniveRsiTY 
of chicago l. Rev. 693─757 (2016).
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4．日本民事訴訟法における確認訴訟の再考への示唆
　以上の宣言判決およびプリーディング基準をめぐる議論に，日本の確認
訴訟を再考する手がかりを求めるために，若干の準備作業を試みたい。
　日本における従前の議論は，「確認の利益」の有無に関する判断枠組み
とその適用いかんなどの要件論を中心に展開され，確認訴訟の機能につい
ては，一定の先行研究79）を除き，要件論に関連して言及される程度であっ
た。
　コンプライアンスの尊重やソフトローの活用などを特徴とする頃来の法
化社会における確認訴訟の再考に際しても，要件論の重要性に変わりはな
いが，プリーディング基準の議論から獲得された視点，すなわち，プリー
ディング段階，ディスカヴァリ段階などの手続経過の考慮を加えること
で，従前の要件論に新たな光をあてることが可能となるかもしれない。日
米の手続構造の相違を踏まえながら，考察の下地を整えておこう。
⑴　手続構造の日米比較から見えてくるもの
　訴状の提出により手続が開始する点は日米共通であるが，アメリカ連邦
裁判所ではプリーディング手続として， その後に被告の答弁（answer）
が続き（FRCP Rule 7⒜），当事者間での主張交換が行われる。日本では，
被告に答弁書の提出は強制されてはいないが80），擬制自白が成立し（民訴
法159条 ₁ 項本文・ ₃ 項本文），最終的には請求認容判決に至る。もっと
も，アメリカでも一定期間内に答弁がない場合には，原告の求める救済を
79）　伊藤・前掲注28）28頁，村上正子「確認訴訟機能の多様化に関する一考察」
伊藤眞先生古稀祝賀論文集『民事手続の現代的使命』（有斐閣，2015年）629頁
など。なお，確認訴訟原型観につき，兼子一『民事訴訟法体系』（酒井書店，
1954年）144頁，中田淳一『民事訴訟法講義上』（有信堂，1964年）62頁など参照。
80）　民事訴訟規則上，答弁書は準備書面の一種であると位置づけられている（同
79条 ₁ 項。なお，同80条参照）。
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認める被告敗訴の欠席判決（default judgment） がなされ（FRCP Rule 
55），実質的な重なり合いがみられる。
　訴状に不備がある場合には，日米の相違が顕現する。日本では，裁判長
が訴状を審査し，必要的記載事項の記載（民訴法133条 ₂ 項）および収入
印紙の貼付という形式的事項に不備があれば，補正を命じ（民訴法137条
₁ 項），原告が応じなければ，訴状却下命令を行う（同条 ₂ 項）81）。この形
式審査は，法律上有効な訴状として受理すべきか否かを調査するにとどま
り，訴訟要件の具備や請求の当否には及ばない82）。訴状自体から訴訟要件
の欠缺が明らかでも，訴状を受理したうえで，口頭弁論を経ずに訴え却下
判決をする（民訴法140条参照）83）。他方，アメリカでは，原告に救済が与
えられるべきであることを示す請求が訴状に記載されていない場合，被告
は却下申立てをし（FRCP Rule 12⒝ ⑹），裁判所は FRCP 8条⒜⑵のプリ
ーディング基準に照らして却下すべきか否かを判断する。なお，プリーデ
ィングの補正は広く認められている（FRCP Rule15 ⒜ 参照）。
　そうすると，訴状の記載について，日本では形式面のみを整えればよい
のに対し，アメリカでは，主張の告知にとどまるとしても，内容面にまで
踏み込んだ審理がなされることになる。こうした相違からすると，プリー
ディング手続を持たない日本民事訴訟法に参考とすべき点は見出し難いと
も思われようが，裁判所が当事者の主張の有理性を弁論段階で検討するこ
81）　そもそも補正が不可能であることが明白な場合にも，裁判長の命令で直ちに
訴状を却下し得るという。 最判昭25・ ₇ ・ ₅ 民集 ₄ 巻 ₇ 号264頁， 平成元・
11・20民集43巻10号1160頁など。
82）　大決昭 ₇ ・ ₉ ・10民集11巻2158頁， 兼子一『判例民事訴訟法』（弘文堂，
1950年）112頁，三ケ月章『法律学全集　民事訴訟法』（有斐閣，1959年）330
頁，新堂幸司『民事訴訟法〔第 ₅ 版〕』（弘文堂，2011年）222頁，兼子一　原著
『条解民事訴訟法〔第 ₂ 版〕』（弘文堂，2011年）809頁〔竹下守夫 ＝ 上原敏夫〕
など。
83）　東京高決昭38・ ₉ ・16東高民時報14巻 ₉ 号251頁。なお，この場合に訴状を
被告に送達する必要はない（最判平 ₈ ・ ₅ ・28判時1569号48頁）。以上につき，
小島武司『民事訴訟法』（有斐閣，2013年）262頁を参照。
図　手続構造のコントラスト
アメリカ 日本
【プリーディング】
　・compliant
　・answer
　・reply
【トライアル前手続】
　・discovery
　・disclosure
　・pretrial conference
　・summary judgment
【トライアル】
【訴え提起】
　・訴状、答弁書など
【争点整理】
　・証拠収集・主張提出段階
　・争点議論段階
　・争点確定段階
【集中審理】
＊ 　確認の利益の審理
（出所：筆者作成）
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とで無用な証拠調べを排除すること84）や，争点整理手続をも射程に入れた
主張規律を構想する際の参考とすべきこと85）などの提言がすでに見られ
る。争点整理については，①証拠収集・主張提出，②争点議論（協議），
③争点確定の ₃ 段階に分けるという構想が示されているが86），その点を含
めた手続構造のコントラストは下記の図のようになる。なお，日本で散見
される争点整理前の第 ₁ 回口頭弁論は，集中審理の準備の一環であり，実
質上は争点整理に分類されよう。
84）　太田・前掲注48）94─96頁。
85）　金美紗「争点整理の初期段階における主張規律」法学政治学論究〈法律・政
治・社会〉104号（2015年）123頁。
86）　最高裁判所事務総局『裁判の迅速化に係る検証に関する報告書（概況編）
（第 ₄ 回）平成23年 ₇ 月』11頁，拙稿「複合対話型審理モデル─民事訴訟にお
ける協調的対話と競争的対論─」桐蔭法学19巻 ₂ 号（2013年）47頁，75─91頁
など。
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　この図からは，日本民事訴訟手続における主張のあり方を考える際にプ
リーディング基準の議論を参考とし得ることが明らかとなる。そのうえ
で，確認訴訟に焦点を合わせると何が見えてこようか。
⑵　確認訴訟の再考に向けて
　確認訴訟においては，確認の利益の有無が争点化する場合が少なくな
い。確認の利益は，根拠薄弱な（frivolous）訴えか否かといった一見して
明白なものから，本案と密接に関連し実質的な審理を要するものまで幅が
あり，宣言判決における「事件・争訟性」をめぐる議論だけでなく，プリ
ーディング基準に関する議論も参考となる。
　さらに，確認の利益については，いかなる基準でその有無を判断するべ
きかという実体的アプローチが一般的であるが，主張立証の展開を中心と
して審理のあり方に注目する手続的アプローチの可能性にも目が開かれよ
う。確認の利益をめぐる争点の形成・確定，さらに，和解促進をも含め
て，現在の法化社会における独自の意義を見出し得るかもしれない。
　いずれも次稿に委ねたい。
